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　「奈良新『都』づくり戦略」の
策定を進めている。奈良県で生ま
れ育った若者が、奈良県で働き、
安心して暮らし続けられるよう、
「地域の自立を図り、くらしやす
い奈良を創る」ことを県政の目指
すべき姿とし、「経済活性化」や
「くらしの向上」に取り組んでき
た。これまでの取組の成果は、数
値や形で現れてきたが、まだまだ
やらなければいけない課題はたく
さんある。

奈良県の立ち位置

　昭和40年の県内人口は83万人
だったが、ピークの平成11年には
145万人まで増えた。
　また県外就業率は全国トップ
で、平成２年は32.5％で、平成27
年でも28.8％。全国平均が9.0％な
ので３倍です。
　人口はピーク時から減少してお
り、現在133万人。このままだと
25年後の令和27年には100万人に
なると予測している。反面、65歳
以上の高齢化率は、平成24年の
24.9％が現在31.7％。25年後には
41％になり、10人に４人は65歳以
上になる見込み。
　高齢者が増加すれば、医療介護
健康増進が必要になる。また、子
供たちが親元を離れた退職者家庭
の増加や、近所に空き家が目立つ
住宅地が出てきている。今後、高
齢者の健康増進と生きがいづく
り、まちのリニューアルなど、

ベッドタウンの次世代への対応が
必要となってくる。
　ですから、奈良で生まれ育った
子供たちが、県内で働く場を確保
したい。そして、県内の自然歴史
文化の資源を活用して、観光と生
活を充実に繋げたい。住みよい地
域のまちをリニューアルしていき
たい。交通基盤の整備。健康寿命
日本一にしたい。生涯楽しく、よ
く学べる地域にしたい。そして行
政サービスを効率的に進めること
を県庁として考えていこうとして
いる。

地域経済活性化

　工場誘致件数が平成19年からの
12年間で333件。平成30年には過
去25年間で最多の38件。誘致件数

は全国11位、近畿でも兵庫県に次
いで２位。今後４年間の誘致目標
は120件。トップセミナーや企業
立地促進補助制度を積極的に活用
していく。そして一番大事なアク
セス道路など工場立地環境の改善
に引き続き取り組んでいく。
　工業ゾーンの創出としては、川
西町が力を入れており、田原本
町、そして京奈和道路隣接の御所
市、この３つの工業ゾーンが大き
な所。出来るだけ、京奈和自動車
道、西名阪道沿いを中心に工業地
を造っていきたいと考えている。

ホテル誘致

　ホテル客室数は昭和61年で603
室だったのが、平成29年には4409
室に増加。令和３年には1500室増

もっと良くなる奈良県
奈良県副知事・村井浩氏

　火曜午餐会・２月第１例会は４日12時15分から当部５階大会議室で開催した。講師に奈良県副
知事の村井浩氏を招き「もっと良くなる奈良県」をテーマに語って頂いた。村井氏は、奈良新
『都』づくり戦略について「奈良県で働き、安心して暮らし続けられるよう取り組んできたが、
まだまだ課題はたくさんある」と語った。講演要旨は次の通り。
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買い物支援事業

　天理市内の主要スーパーは市街
地に集中し、昔ながらの地元商店
の多くが閉店している。特に市の
南部や高原地区で空洞化してきて
いる。
　皆さんが車をずっと運転し続け
られるのであれば困らない。しか
し、今後、徐々に高齢のため免許
を自主返納される方や、家族から
も運転を止められる方々が増えて
くる。そして買い物など、毎日の
暮らしをどうすればいいのか、と
いう不安の声を頂いている。

を見込んでいる。それでも近畿で
最下位、全国でも最下位クラス。
ただ増やせばいいとは言えない
が、もう少し数は欲しい。
　４月に「2020年春まちびらき」
として、大宮通りに大型のコンベ
ンション施設がオープンする。ま
た、吉城園周辺、高畑町周辺に上
質の宿泊施設を整備している。そ
して、国が行う旧奈良監獄保存活
用事業に併せて周辺整備に取り組
むため、奈良県、奈良市、法務省
と包括協定を締結。ホテルや周辺
地域の活性化に資する取り組みの
支援、アクセス道路整備事業を支
援、歴史文化的価値を保存・活用
するための事業に協力している。

まちづくり協定に基づく
� 施設整備

　県下の市町村と協定を結び、各

　そこで、買い物弱者という社会
課題を一緒に解決するため、なら
コープ様と「住民の買い物支援事
業に関する協定」を締結。食料品
から日用品まで約600品目を載せ
て、地域を毎週巡回している。
　コープ様は新規車両を導入、販
売箇所の拡大、非組合員への販売
をしていただき、本市としては、地
域との橋渡し、公民館の敷地を販
売場所として提供している。公民
館も高齢化が進めば、従来の目的
だけではユーザーが減り維持管理
することも難しくなる。どれだけ付
加価値を付けていけるかが施設を

地の施設整備・環境整備を支援し
ている。吉野山では、上千本への
リフト設置などを検討し環境省に
提案をしている。長谷寺参道は狭
いので、地域住民や観光客が安心
して散策できる参道づくりを検討
している。三輪参道周辺では、県
道三輪山線で令和５年度までに無
電柱化して歩きやすい参道を目指
している。高取町の土佐街道の新
たな交通手段や、宇陀松山地区の
松山通りでは伝統的雰囲気と賑わ
いが共存したまちなみづくりの整
備が具体的に進みつつある。

安全安心な地域づくり

　奈良はこれまで大きな災害がな
く、防災対策は充分でなかった。
東日本大震災の際、内陸の山形空
港が大活躍した。南海トラフ巨大
地震など、近畿の沿岸部が被害に

保持する上で非常に大事になる。
　また、想定外の効果として、近
所の方々と顔を合わす機会がで
き、井戸端会議のような楽しみも
増え、また家から出る用事ができ
た、という声を聞く。買い物支援
だけではなく、認知症予防や、地
域コミュニティの場にもなる。
　そしてコープ様は、移動販売専
門の新部署の創設も検討中。行政
とのコラボがきっかけになり、新し
い仕事が生まれてくるのだと、興
味深く思っており、出来ることから
一歩ずつ豊かに暮らし続けられる
地域コミュニティを守ることで取り

遭った際に救助が出来るように、
滑走路付きの防災拠点を五條市に
整備する。
　大和川の洪水対策として、一時
的に貯留する100万㎥の遊水地を
整備している。また、県と市町村
が連携し、内水による床上・床下
浸水被害を軽減するために、一昨
年から奈良県平成緊急内水対策事
業を始めている。
　平成30年７月豪雨で死者が200
人を超える甚大な被害が発生し
た。一番の原因は、避難を呼び
かけても逃げなかった人が犠牲に
なった。誰でも、自分だけは大丈
夫だという思い込みがあることを
周知させなければいけない。「災
害に日本一強い奈良県」を実現す
るため、昨年４月に「奈良県緊急
防災大綱」を策定し、いろんな対
策を講じていきたいと考えてい
る。

支 え あ い
天理市長・並河健氏

　火曜午餐会・２月第２例会は18日12時15分から当部５階大会議室で開催した。講師に天理市長
の並河健氏を招き「支えあい」をテーマに語って頂いた。並河氏は、天理市の取り組みついて
「単に利潤ではなく社会課題の解決につながっていく取り組みが我々の重要な責務」と語った。
講演要旨は次の通り。


